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◆ Summary ◆
本稿では，百貨店やスーパーなど一部の小売企業に

おける日本特有の商慣行である消化仕入について，新

収益基準の適用によりどのような影響があるかを解説

する。具体的には，消化仕入とはどのような契約実務

か，売上高をはじめとした財務指標にどのような影響

があるか，消費税対応，ポイント制度との関係性など

について触れている。なお，文中の意見に関する部分

は筆者の私見である。

Ⅰ　買取仕入と消化仕入

はじめに，消化仕入という契約実務につい
て整理したい。メーカーや卸売企業（以下「サ
プライヤー」という。）と，百貨店やスーパ
ー（以下「小売」という。）の間の契約には，
大きく買取仕入・消化仕入・委託仕入という
３つの契約形態がある。このなかで，委託仕
入については，小売がサプライヤーから商品
販売の委託を受け，商品販売による手数料を
受け取る形式であるが，本稿では新収益基準
の適用による消化仕入契約の会計処理への影
響にフォーカスして説明するため，委託仕入
についての詳細な記述は割愛する。

買取仕入とは，小売がサプライヤーから商

品を買い取り，小売側の責任で消費者に販売
する取引であり，通常の仕入販売の取引形態
である。小売が仕入を行った時点で商品の所
有権はサプライヤーから小売に移転し，小売
は在庫リスクを負って商品を自己の責任で販
売することになる。小売側からすると，売れ
残りのリスクを避けるため，できるだけ売れ
筋商品を仕入れたり，売れ残りそうな商品は
値引き等を通じて早期の販売を試みたり，棚
卸減耗を極力なくすための在庫管理を徹底す
るなどのインセンティブが働く。サプライヤ
ー側からは，在庫リスクを負わないというメ
リットがあるものの，店頭に陳列する商品を
選べない，商品の値崩れを起こすリスクがあ
るなどの側面がある。

一方，消化仕入とは，小売が消費者に商品
を販売したタイミングで，売上と仕入が同時
に発生する取引形態である。小売側の仕入の
タイミングは，消費者に販売する時点まで繰
り延べられるため，小売は在庫リスクを負わ
ない。逆に，サプライヤー側が在庫リスクを
負うため，店舗での販売商品の選定や価格決
定権はサプライヤー側が持つ。小売側は在庫
リスクを負わないという点が大きなメリット
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であり，サプライヤーは陳列商品を自社で決
められるとともに，価格コントロールが可能
となる（図表１参照）。

Ⅱ　現行の収益基準と新収益基準
での消化仕入に関する会計処理

１　現行の収益基準における消化仕入の会計
処理
現行の収益基準においては，財・サービス

の提供と対価の受領という要件を満たした時
点で収益を認識する「実現主義」の原則のも
と，小売が消費者に商品を販売した時点で売
上高および仕入高を総額計上しているケース
がほとんどである。小売から消費者への販売
時点で役務の提供は完了し，販売価格分の現
金等を受領しているため，実現主義に照らし
て整合的な会計処理である。仕入側について
も，消費者に商品が販売された時点でサプラ
イヤーは小売側の仕入金額で売上高を計上す
るため，両者の債権債務は一致する。

消費者への販売価格が1,000，サプライヤ
ーからの仕入価格が800の場合，小売が商品
を仕入販売したときの会計処理は以下のよう
になる。簡略化のため，消費税は無視してい
る（消費税との関係についてⅢ2を参照され

たい）。

現預金 1,000 売上高 1,000
仕入（売上原価） 800 買掛金 800

２　新収益基準における消化仕入の会計処理
新収益基準においては，適用指針（企業会

計基準適用指針第30号「収益認識に関する会
計基準の適用指針」）の設例28において，消
化仕入の会計処理が「我が国に特有な取引等
についての設例」として記載されている。当
該設例によれば，消化仕入において小売は

「本人と代理人の区分」における「代理人」
に該当するため，販売代金と仕入代金の差額
を手数料収入として処理することが明示され
た。商品が消費者に販売される前に小売がそ
の商品を「支配」している場合には小売は「本
人」に該当し，収益は総額で計上，「支配」
していない場合には小売は「代理人」に該当
し，収益は純額計上となる（適用指針39項，
40項，43項）。消化仕入においては，小売は
在庫リスクも負わず，店舗内での商品管理や
商品の価格決定も行わないことから，商品を

「支配」していないと判断されている。この
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〔図表１�〕買取仕入と消化仕入に関する小売
側の検討

買取仕入 消化仕入
仕入計上の
タイミング 商品仕入時 商品販売時

在庫リスク 有 無
仕入商品の
選定権 有 無

販売価格の
決定権 有 無
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場合，前述１のケースにおける新収益基準で
の会計処理は以下のようになる。

現預金 1,000 買掛金 800
手数料収入 200

売上高全体に占める消化仕入の割合が高い
小売においては，新収益基準の適用により，
売上高が大幅に減少することになると予想さ
れる。大丸などの百貨店を経営する J. フロ
ント リテイリング㈱では，2018年２月期よ
り IFRS を適用し，消化仕入に係る売上高を
純額で処理している。同社の有価証券報告書
の日本基準の要約財務諸表と IFRS の財務諸
表を比較すると売上高が大幅に減少しており，
これにともなって売上高利益率の各指標も大
幅に変化している（図表２）。これは主に消
化仕入による売上高の純額計上の影響である
と推測される。

Ⅲ　実務上のポイント

前章でも述べたとおり，新収益基準が適用
されると消化仕入における売上が純額計上さ
れることにより，売上高・売上原価が大きく
減ることになる。これに派生して，他の実務
にも影響が及ぶため，本章ではそのポイント
を解説する。

１　業績評価・KPI への影響
新収益基準が適用されると消化仕入におけ

る売上高・売上原価が大きく減るため，それ
を用いた財務指標（売上高・売上高利益率・
債務回転率など。以下「売上系 KPI」という。）
の数字も大きく変わってくる。そのため，売
上系 KPI を業績評価（事業評価・店舗評価・
テナント評価・社員の人事評価など）に利用

している場合，数値への影響を明確にしたう
えで今後の使い方を再検討することが必要だ。

小売においては買取仕入と消化仕入が混在
していることが普通であり，そのため基準変
更に伴う売上高への影響度合いは買取仕入と
消化仕入の比率（以下「消化仕入比率」とい
う。）に大きく依存することになる。これは
セグメント（商品種別，テナント，店舗，エ
リアなど）別の売上高においても同様である
ため，セグメントごとの業績を横並び評価す
る目的では，売上系 KPI は非常に使いにく
くなると考えられる。

例として，消化仕入比率の異なる店舗別の
売上高・利益率が基準変更によりどう変わる
かを図表３に示した。現行基準（左）の数字
から得られる印象と新基準（右）の数字から
得られる印象は大きく違うことがわかってい
ただけるだろうか。小売各社においてはこの
ような実態を把握したうえで，業績評価に用
いる KPI を改めて議論することが必要であ
る。場合によっては，売上系 KPI を業績評
価に用いないようにする，といった思い切っ
た判断もありうると考える。

〔図表２�〕J. フロント リテイリング㈱　�
日本基準と IFRSの売上比較

損益指標（単位：百万円） 日本基準 IFRS
売上高 947,879 469,915
売上総利益 225,972 212,935
営業利益 41,220 49,546
当期利益 29,388 31,855

収益性指標 日本基準 IFRS
売上総利益率 23.8％ 45.3％
営業利益率 4.3％ 10.5％
当期利益率 3.1％ 6.8％

（注）�　上記財務数値には，消化仕入の純額計上以外の
影響も含まれる。

（出所）�　J. フロント リテイリング㈱ 2018年２月期有価
証券報告書より筆者作成。
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２　純額での収益認識と消費税
消化仕入取引の収益を純額で計上する場合

の消費税の取扱いについて記載する。2018年
５月に，新収益基準の公表を受けて，国税庁
が収益認識に関する税務上の一連の取扱いを
公表した。消費税については，収益が総額で
計上された場合でも，純額で計上された場合
でも課税売上および課税仕入の対価は不変

（総額ベース）であるため，従来どおり総額
ベースでの売上高・仕入高の金額に基づいて
仮受消費税，仮払消費税が計上されることに
なる。

前述Ⅱ２（新収益基準）のケースで消費税
を考慮すると以下のような会計処理となる。

現預金 1,080 買掛金 864
手数料収入 200

仮払消費税（*1） 64 仮受消費税（*2） 80
（*1）：課税仕入れの対価800×８％
（*2）：課税売上の対価1,000×８％

会計処理としては上記のとおりとなるが，
実務的には財務会計上は純額で売上高を計上
しつつ，消費税計算のための課税売上・課税
仕入をあわせて把握しておくことが必要にな
る点に留意が必要となる。この点は，システ
ム的な対応が必要となると考えられる（Ⅳ情
報システム対応のポイント参照）。

３　ポイント制度との関係性（独立販売価格
の考え方）
小売においては，ポイント制度を整備して

いる企業も多く，カスタマー・ロイヤルティ・
プログラムとしてポイント制度の会計処理を
検討する必要が生じる。ポイント制度の会計
処理の詳細ついては，他の稿（次号掲載予定）
に説明を譲るが，ここでは消化仕入取引を純
額で収益認識する場合に，対価を商品とポイ
ントに按分する際の独立販売価格を総額ベー
スで考えるか純額ベースで考えるかという論
点について触れたい。

これまでの事例同様，販売価額1,000，仕
入価格800で，販売価格に対して５％のポイ
ント計50ポイントを付与し，将来40ポイント
の使用が見込まれるというケースを想定する。
なお，１ポイントあたりの価値は１とする。
収益計上額は純額の200であり，商品の独立
販売価格を，総額ベースの売上高1,000とみ
なす場合の計算は以下となる（商品販売時点
のみ）。

現預金 1,000 買掛金 800
手数料収入（*1） 192
契約負債（*2） 8

（*1）：200×（1,000÷（1,000＋40））
（*2）：200×（40÷（1,000＋40））

一方で，商品の独立販売価格を純額ベース
の売上高200とする場合は以下の計算となる。

〔図表３〕基準変更による売上系KPI の変化

店舗 消化仕入
比率

現行基準 新基準
売上高 売上総利益 売上総利益率 売上高 売上総利益 売上総利益率

東京店 80％ 12,000 2,400 20％ 4,320 2,400 56％
名古屋店 60％ 8,000 1,600 20％ 4,160 1,600 38％
大阪店 50％ 9,000 1,800 20％ 5,400 1,800 33％
※委託仕入取引はないものとする（買取仕入および消化仕入のみ）
※消化仕入比率＝消化仕入売上高（現行基準）÷売上高（現行基準）
※買取仕入・消化仕入とも売上総利益率は同じとする
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現預金 1,000 買掛金 800
手数料収入（*1） 167
契約負債（*2） 33

（*1）：200×（200÷（200＋40））
（*2）：200×（40÷（200＋40））

上記のとおり，商品の独立販売価格を純額
ベースとする場合，商品に配分される対価が
小さくなるため，商品販売時の収益が小さく
なることになる。純額で収益計上する場合の
独立販売価格の考え方については，新収益基
準に明記されていない。

筆者の私見では，ポイント制度はカスタマ
ー・ロイヤルティ・プログラムであるため，
独立販売価格を消費者側から考慮することが
理論的であるとすると，商品の独立販売価格
はあくまで総額ベースの売上高（上記のケー
スでは1,000）とするのが自然と考える。消
費者からすれば，小売で販売されている商品
が買取仕入の商品であろうが，消化仕入の商
品であろうが，消費者が購入する商品の価格
に対して一定のパーセンテージのポイントが
付与されると考えるからである。新収益基準
における消化仕入の会計処理を考えるうえで，
本論点について各小売で検討・整理すること
が求められるであろう。

Ⅳ　情報システム対応のポイント

最後に，新収益基準により消化仕入の会計
処理が変わることに伴う情報システムへの影
響と対応について考えたい。とはいえ，会計
システムを始め，販売管理／ POS システム，
購買／在庫管理システムなどの構成や仕訳生
成の仕方は各社各様であり，一概にどの程度
の影響が出るのかを示すことは難しいため，
ここでは対応方法を決めるためのポイントを

整理する。

１　消化仕入取引の区別
まず，消化仕入の会計処理を行うためには

販売管理／ POS システムおよび購買／在庫
管理システムにおいて各取引が消化仕入なの
か否かを区別し，消化仕入に係る取引高がわ
かるようになっていることが必須となる。こ
のためには，各システムが以下の要件を満た
している必要がある。
◦　発生した取引が消化仕入取引（代理人取

引）なのか，そうではない買取仕入取引（本
人取引）なのかの区分情報を取引ごとに保
持できる

◦　上記区分の判別を，マスタ等を用いて自
動的に行うことができる

◦　上記区分ごとの取引高を一覧表示できる
百貨店など消化仕入比率が大きい企業のシ

ステムであれば，消化仕入での売上時に仕入
の自動処理を行っている場合が多く，これら
の要件はすでに満たしているものと考えられ
る。しかし，消化仕入比率が小さい企業の場
合は消化仕入の仕入処理を自動ではなく人手
の運用で行っていることも考えられ，取引の
区分情報をシステム上に保持していない可能
性もある。その場合，これが実現できるよう
にシステムを改修することが必須である。

２　会計システムへの連携（仕訳生成）方法
の確認
次にシステムへの影響を見極めるため，販

売管理／ POS システムおよび購買／在庫管
理システムから会計システムへの連携方法

（仕訳生成方法）を確認する。
自動連携を行っておらず，各システムから
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得られる情報を用いてマニュアル仕訳投入を
行っているのであれば，前項のシステム要件
さえ満たせていれば仕訳を作るための情報が
取れるため，これ以上のシステム対応は不要
となる。

一方，自動連携を行っている場合は続けて
以下の対応を検討する。

３　マニュアル補正仕訳入力による対応可否
の確認（図表４）
会計システムへの自動連携を行っている場

合は，消化仕入の取引についてはⅡ２のよう
な純額計上の仕訳が連携され，買取仕入の取
引については従来の総額計上の仕訳（Ⅱ１）
が連携されるようにシステムを改修すること
が必要となる。

ただし，一定の条件を満たせばシステムに
は手を入れず，運用で簡便的に対応できる場
合があるため，それを先に確認する。具体的
な条件は以下のとおり。
◦　連携先となる会計システムの目的は財務

会計のみであり，連携内容に店舗別・商品
群別等の複雑な管理会計の要素を含んでい

ない
◦　連携時の仕訳生成は月に一度であり，連

携される仕訳数も多くはない
この条件を満たすようであれば，消化仕入

であっても従来同様の仕訳で一旦会計システ
ムに連携し，その後購買／在庫管理システム
にて消化仕入の仕入高を確認したうえで，補
正仕訳（消化仕入の仕入高と売上高を相殺さ
せる）を会計システムにマニュアル登録する
方法での対応も検討可能である。もちろん手
作業が増えることによって生じるリスクの回
避を考慮する必要はあるが，仕訳数が多くな
ければ決算業務に与える影響も限定的と考え
られる。

逆に，連携先の会計システムで管理会計を
行っていたり，仕訳数が膨大であると，補正
仕訳のマニュアル登録自体の負荷が高くなり
現実的な解決策とはいえなくなるため，シス
テムによる対応の検討が必要となる。

４　消化仕入における仕訳生成の分離
マニュアル補正仕訳による簡便的な運用対

応が難しい場合，システム自動連携機能を改
修することによる対応を検討する。消化仕入
についての仕訳を会計システムに自動連携す
るためには，まずは連携元となる販売管理／
POS システムおよび購買／在庫管理システ
ムにおいて，消化仕入と買取仕入で違う仕訳
を生成できるようにする必要がある。

それぞれのシステムにおいて現行の会計基
準化では消化仕入でも買取仕入でも仕訳は総
額ベースで変わらないため，これらを分けて
仕訳生成ができるような仕様になっていない
可能性も高く，その場合は比較的大きめのシ
ステム改修が必要となる。特に複数取引をま

〔図表４〕マニュアル補正仕訳による対応方法
●実現したい消化仕入の仕訳

現預金 1,080 買掛金 864
売上高 200

仮払消費税 64 仮受消費税 80

●現行システムから接続される仕訳

現預金 1,080 売上高 1,000
仮受消費税 80

仕入（売上原価） 800 買掛金 864
仮払消費税 64

●マニュアル入力する補正仕訳

売上高 800 仕入（売上原価） 800
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とめて日次・月次などで仕訳生成しているよ
うな場合は，これらの分離ができていない可
能性が高いことに留意いただきたい。

５　消化仕入における収益純額計上
消化仕入と買取仕入における仕訳生成の分

離を行ったうえで，消化仕入における仕訳を
収益純額計上となるようにシステム改修を行
う。多くの場合は，「現預金／売上高」の仕
訳を販売管理／POS システムから，「仕入

（売上原価）／買掛金」の仕訳を購買／在庫管
理システムからそれぞれ別々に生成している
ため（図表５），いきなり直接的に純額収益
を計算して計上することは難しいと考えられ
る。

そこで，以下のような対応を行い，間接的
に純額計上の仕訳を生成することが現実的で
ある。
◦　販売管理／POS システムから生成され

る仕訳の売上高を，消化仕入の場合は別の
売上勘定（例：売上高（純額））に変更する。
この勘定は課税売上の対価として扱われる
ようにする。

◦　購買／在庫管理システムから生成される
仕訳の仕入（売上原価）を，消化仕入の場
合は新たな売上控除勘定（例：売上控除（純
額））に変更する。この勘定は課税仕入の

対価として扱われるようにする。
◦　会計システムにおいて，上記２勘定を相

殺して売上高（もしくは手数料収入）とし
て帳票類に表示できるようにする。図表６
を例にとると，売上高（純額）と売上控除

（純額）を相殺した200を売上高（もしくは
手数料収入）として帳票類に表示できれば
よい。
これにより，買取仕入は総額で，消化仕入

は純額で収益認識でき，消費税への対応も可
能となる。

６　直接的な純額計上を行う方法
消化仕入で収益を純額計上する場合の仕訳

は前述Ⅲ２に示したとおりであるが，実はこ
こまでの検討では，この仕訳をそのまま直接
的に自動連携できる対応案は挙げられていな
い。結論からいえば，これは現実的に対応が難
しいと考えられるためであるが，最後にどの
ようなハードルがあるのかを確認しておこう。

⑴　仕訳生成元システムの大規模改修か仕訳

生成のための別システム構築が必要となる

前項でも触れたとおり，「現預金／売上高」
の仕訳を販売管理／POS システムから，「仕
入（売上原価）／買掛金」の仕訳を購買／在
庫管理システムからそれぞれ別々に生成して

〔図表５〕現行システムにおける仕訳例
●販売管理/POSシステムから生成される仕訳

現預金 1,080 売上高 1,000
仮受消費税 80

●購買/在庫管理システムから生成される仕訳

仕入（売上原価） 800 買掛金 864
仮払消費税 64

〔図表６〕簡便的な対応例
●販売管理/POSシステムから生成される仕訳

現預金 1,080 売上高（純額） 1,000
仮受消費税 80

●購買/在庫管理システムから生成される仕訳

売上控除（純額） 800 買掛金 864
仮払消費税 64
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［特集］

いることが一般的である。しかし，純額計上
のためには売上高と仕入（売上原価）を把握
して差し引くという処理が必要となるが，こ
の２つの情報を両方持っているシステムが存
在していない。

そのため，これを実現するためにはどちら
かのシステムに情報を集約し，仕訳生成の仕
方を根本的に変更する大規模改修を行うか，
情報を集約して純額計上のための仕訳を生成
するための別システムを構築する必要が生じ
る。どちらの方法にしてもかかるコスト・時
間は前項までで紹介した方法に比べ，格段に
高くなると考えられる。

⑵　課税売上の対価・課税仕入の対価の把握

が難しい

Ⅲ２でも説明したとおり，消化仕入で収益
を純額計上する場合においても消費税の取扱
は総額計上する場合と変わらないため，シス
テム上はⅢ２の仕訳を実現しながら，さらに
仕訳には表れない課税売上の対価・課税仕入
の対価を会計システムに別途連携する必要が
ある。

しかし，筆者の知る限りでは，課税売上の
対価・課税仕入の対価の情報を会計システム
側で仕訳以外の追加情報として受け取ること
は，一般的な仕様上難しいと考えられる。そ
の場合，これを実現しようとすると会計シス
テム側においても大規模なシステム改修（カ
スタマイズ）が必要になってしまうと考えら
れる。
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